
 

 

 

 

 

 

 

平成 23年度 

 

幡多地域アクションプラン進捗管理シート 

（第３四半期） 

「参考１」



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

◆有機農産物のブランﾄﾞ化
◆農業者の育成（販路開拓と生産・栽培技
術の習得
◆認証店制度システムの検討

　　《四万十市》

安全 安心な有機野菜による米や野菜の消費を拡

３．有機農業普及・拡大事業

１　｢ユズの産地づくり｣

　　《幡多地域全域》

幡多地域の自然を生かした中山間の農業振興策
として、ユズの産地化を目指す。

◆ユズの産地化（まとまりのある産地）
・生産者が高齢化する中でユズ園の維持管
理する仕組み作りが課題である。
・優良系統による新改植の推進と基本技術
の徹底による果実品質の向上が課題であ
る。

◆生産者代表者と関係機関でチームを編制し、まとまりのある産
地づくりと三原村の農業支援システムについて、課題の共有化と
篤農家の承諾を得た。
◆三原村は、農業支援システムづくりについて、関係機関で検討
し、産業振興総合支援事業（４５，２０９千円）、高知県重点分野雇
用創出事業（１８，１８８千円）、高知県ふるさと雇用再生特別基金
事業等（１８，８８４千円）が実施された。

２．幡多地域の集落営農の推進 ◆幡多地域で集落営農を推進するに当たっ
て取り組みが必要な事項
・ＪＡ、市町村等の関係機関との連携活動
・農業者の意識啓発の推進
・集落営農組織の活動のステップアップ

◆各既存集落営農組織の活動推進のための組織運営・事業導
入支援
・既存組織との協議、事業導入に関するヒアリングの実施：１２組
織
◆こうち型集落営農組織の活動推進のための組織運営・事業導
入支援と野菜導入の推進
◆集落営農組織未設置集落での集落座談会の実施
◆四万十市集落営農研究会の活動について支援

　　《幡多地域全域》

中山間地域の集落機能を維持するとともに、園芸
品目の導入や共同利用機械の導入により経営の
安定化を図るため、集落営農組織の育成と活動を
強化する。

・四万十市雇用創造促進協議会が有機農産物栽培のため農業
専門員として平成２１年度から３名を継続雇用
・有機農業の推進を図るため、講師を招いて研修会を開催。
・平成２２年１０月１日から緊急雇用創出臨時特例基金事業に
て １名の臨時職員を雇用

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

安全・安心な有機野菜による米や野菜の消費を拡
大させる取組を進めることにより、地域住民の健康
や農業振興・商業振興につなげ、「有機農業四万
十市」を定着させる。

　　《黒潮町》

廃菌床の堆肥活用等、地域資源を活用した農業を
実践することで、農家の経費節減、環境保全型・地
域内循環型の農業を進める。
また、農業者の確保・育成に向け、高齢者でも農業
が続けられる環境づくりや担い手確保のための支
援体制等を構築する。

　　《四万十市》

建設業者等の新たな農業参入を支援することによ
り、建設業者等の経営改善はもとより農業の担い
手の確保や遊休農地の解消につなげる。

５．木質ペレット対応型加温機導入

　　《四万十市》

施設園芸における生産コストの安定化を図るた
め、重油の代替エネルギーとして有望な木質ペ
レット対応型加温機の導入を目指す。

６．廃菌床の活用等、地域資源活用型
　　の農業の推進

て、１名の臨時職員を雇用。
・「環境にやさしい農業のための研究会」が毎月、営農コンサル
ティングを実施（週3回の指導）。

４．異業種からの農業参入への支援 ・農業参入希望業者への各種支援
・既存参入企業に対する経営発展につなが
る各種支援

・（株）ちからに対する認定農業者の認定支援

◆四万十市又及びＪＡ高知はたにおいて取
り組みが必要な事項
・木質ペレット対応型加温機、ヒートポンプ
の導入検討
・園芸農家への普及

・四万十市役所とこれまでの経過について再確認(5/10)
・木質ペレット対応型加温機導入に関する第１回検討チーム会の
開催(6/下旬)
・省エネに関する研修会（９／１５）の実施
・施設園芸における暖房システム研修（１１／１６）
・木質ペレット製造事業所先進地視察研修（１２／８～９）

◆廃菌床堆肥の利用推進にあたって
・製造堆肥の保管（ストックヤード、品質確
保）
（廃菌床の供給は年間を通じ一定量→製品
化する量の調整は困難→需要期間は限定）
・実証圃や勉強会等による農家意欲向上
・散布機等、必要機械の共同利用

・町広報誌等による利用促進ＰＲ

・ふるさと雇用　１名

・「実証ほ」でのデータ収集　　散布量→収量、品質

・作業能力（機械能力）の把握
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◆三原村の農業支援システムづくりについて、営農支援の機械
整備(スピードスプレーア、乗用草刈り機等)、予冷庫・カラーリン
グ施設等、ユズ加工商品２品目(ゆずトマジュース・ゆずトマ柚子
胡椒)の開発や雇用が確保され、支援体制が整備された。

◆三原村では、高知県重点分野雇用創出事業（１８，１８
８千円）により、ＪＡ雇用分７名＋パート３名が雇用され
た。高知県ふるさと雇用再生特別基金事業等（１８，８８４
千円）では三原村農業公社６名が雇用された。
◆三原村では、産業振興総合支援事業（４５，２０９千円）
により、作業用機械の導入で生産者の作業の省力化や
予冷庫の導入で冬至用ユズ品質保持が可能となり、青玉
から冬至用ユズのリレー出荷体制が確立された。

◆ユズの目標収量の達成
６４２ｔ

◆既存集落営農組織の活動推進
・機械・施設整備組織数：１２組織（ｱｸﾞﾘｻｰﾋﾞｽ蕨岡＝ﾛｰﾀﾘｰﾚｰ
ｷ、畝立機：若藤営農組合＝管理機、畦塗機、苗箱洗浄機、畝立
機：津賀営農組合＝倉庫、乾燥機、籾摺機一式：ｱｸﾞﾘｻﾝｼｬｲﾝみ
はら＝倉庫、畦塗機、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ：黒潮ﾌｧｰﾑ＝精米機：小川ｱｸﾞﾘ
＝倉庫、乾燥機、籾摺機一式、畦塗機、福堂集落機械施設管理
組合＝動力噴霧機、ふぁー夢宗呂川=野菜移植機、篠南集落営
農組合＝コンバイン、乾燥機、和田地区高齢者稲作支援生産組
合＝ﾃﾞｨｽｸﾛｰﾀｰ、橘川中山間生産組合＝冷蔵庫、保管庫、七立
栗生産組合＝倉庫）
・四万十市集落営農組織連絡協議会の開催＝２回（３０名）
・西土佐地区集落営農組織連絡協議会の開催＝１回（２０名）
◆こうち型集落営農ﾓﾃﾞﾙ集落営農組織の活動支援
・４組織との協議、役員会の実施：１７回
・野菜栽培：若藤営農組合＝ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ６５ａ、篠名集落営農組合
＝ﾆﾝﾆｸ１５ａ、ふぁー夢宗呂川＝ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ６０ａ
◆集落営農組織設立に向けた取り組み
・四万十市集落営農研修会の開催＝８５名参加
・集落座談会実施：２２回＝１７０名参加
・四万十市集落営農研究会の開催＝２回（38名）
・西土佐地区集落営農研究会の開催＝１回（32名）

◆集落営農等組織設立
・平成23年6月末日組織数＝４０組織
・H19：31組織→H23.6：40組織

管内集落営農等組織数：４０組織

・有機農産物の有償配送希望者２０名に継続提供

目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

・（株）ちからを認定農業者に認定（H23.7.29） ・（株）ちからの５カ年の営農計画が樹立された。

・幡多管内全域で、木質ペレットの可能性を共有する環
境になってきた。
・視察によって課題や問題点が把握出来、今後の検討や
判断に生かすことが出来る。他の先進地（県外含む）につ
いても、情報収集に努める。

・木質ペレット、ヒートポンプに関する検討内容の共有がチーム
内で図られた。
・ＪＡ営農指導員、普及指導員を対象とした省エネに関する研修
会により、省エネや木質ペレットへの考え方の共有を図るととも
に、知識を深めることにつながった。
・指導関係者内での省エネ対策（木質ペレット含む）の周知・共有
がなされつつある。
・池川木材（仁淀川町）、安岡重機（安芸市）の視察を行った。オ
ガクズの確保が容易である、廃材の利用で粉砕機も設置されて
いるという条件であり、検討している間伐材からのペレット作成で
はなかった。しかし、先進地における課題や問題点を把握する事
が出来た。

【11月末】
・堆肥利用量　　268ｔ（4t～5t/10aの散布・・・・約6haで利用）

【11月末】
・農家経費の節減（現品と堆肥の購入価格差）
  既存品　　2t/10a　876円/20kg/袋・・・・87,600円/10a
　廃菌堆肥　4.5t/10a　4,000円/t　　・・・・18,000円/10a
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　差額　69,600円/10a
　節減額　 　60*69,600=4,176≒4,000千円

・堆肥使用量　　３００ｔ

- 2 -



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

　　《幡多地域全域》

意欲がある林業事業体が中心になり、一定規模の
まとまりのある森林を対象に森林所有者から長期
に施業を受託することなどによって、森林の管理や
施業などを集約する森林経営の団地を「森の工
場」として認定し、木材を安定的に供給する産地体
制を確保するとともに 地域の森林資源の充実を

　　《黒潮町》

幡多地域の主力花卉であるシュッコンカスミソウの
品質の向上や消費拡大への取組を進めることに
よって、産地の再生を図る

８．弘法大師と生きた里山再生プラン
　　(中山間地域の保全と活性化）

　　《黒潮町》

七立栗や馬荷温泉を活用した地域の活性化

９．消費の変化に対応できるシュッコン
　　カスミソウ産地の再生

１０．森の工場・間伐の推進

○産地の再生
　　　部会活動の活性化
　　　点滴灌水技術の確立
○花き農家の安定生産
　　 シュッコンカスミソウの安定生産
　　 有望後作・補完品目の探索および定着
     　 ダリア・テマリソウの定着
○消費拡大の取り組み
　　　市場でのPR、消費ニーズの把握

●産地の再生
　　　・平成２３園芸年度花き販売実績
　　　　　　本数4,700千本（前年比90％）、
　　　　　　販売金額　4．12億円(前年比92％)、
　　　・平成23園芸年度カスミソウ実績（農家数26戸、8.3ｈａ）
           　販売金額1.23億円(前年比82%)
           　販売数量　160万本（前年比84%）

◆間伐の推進
◆森の工場の推進
◆施業を推進するための基盤整備
◆事業体の育成

既設森の工場　　　　　　２１工場
今年度新設済森の工場　１工場

　　　　　　　　　計　　　　 ２２工場

◆七立栗の生産拡大と販路開拓
◆七立栗の保管場所や予冷庫の整備
◆馬荷温泉施設の整備・活用

県中山間集落営農等支援事業

７　佐賀温泉を拠点にした地域活性化
　　事業（中山間地域の保全と活性化）

　　《黒潮町》

楮や柑橘類の栽培による耕作放棄地の解消や加
工品開発・販売による地域の活性化

・地域住民の気質が慎重であるため、事業
進捗についてスピード感が欠ける。

・協議会員の高齢化

・町単独補助金（７５６千円）
・食と地域の交流促進対策交付金事業（１，５００千円）

制を確保するとともに、地域の森林資源の充実を
図るための間伐を積極的に推進する。

１１．林産バイオマスのカスケード型ゼロ
　　　エミッションシステム構築

　　《四万十市》

森林から搬出された原木を木材として製品化する
過程で排出される樹皮、端材などの木屑を、木材
乾燥のための熱源として利用する「木質バイオマス
利用システム」を構築するとともに、地域で生産さ
れる製材品の品質を高めて販売を促進する。

１２．「四万十の家」の建築と地域産
　　　ヒノキの販売の推進

　　《四万十市》

モデルハウス「四万十の家」を整備し、ＰＲすること
で地域産ヒノキを利用した住宅建築を促進するとと
もに、地域産材の認証制度により品質表示した「四
万十ブランド」ヒノキの供給能力を高め、地域外へ
の販売を促進する。

１３．町内の持続可能な山林資源を
　　　活用した製炭事業

　　《大月町》

町内の最高級のウバメガシや、生活環境をおびや
かしている「竹」などを活用して、古くから行われて
いる土佐備長炭の復活、竹炭生産など製炭の産業
化を目指す。

・四万十ヒノキブランド化推進協議会に向けて担当課長会３回開
催
・四万十市産材利用促進補助事業実施にあたり、説明会４回開
催
・四万十ヒノキブランド化推進協議会設立（８月２４日）

◆木質バイオマス利用施設の整備に向け、
特に取り組みが必要な事項

・ブランド化の取組（高品質な製品の生産に
より、顧客ニーズに応え、事業利益につなげ
る）方針の徹底
・森林組合の事業としての採算性、将来性
の確保（利益、雇用）
・共同受注体制等の整備

生産組合、協議会の組織体制強化 ・Ｈ２３　新たに５名が室戸市で研修開始
・Ｈ２３　研修生５名を緊急雇用人材育成事業で雇用
　　　　　（総事業費15,396千円）
・Ｈ２３　ふるさと雇用事業で伝統産業育成協議会事務局２名を
　　　　　雇用（H23総事業費　10,453千円）
・H２３　参照振興推進総合支援事業費補助金：生産窯2基建設
　　　　　（5,733千円）

◆地域産ヒノキの販売のため、特に取り組
みが必要な事項
（地産地消）
・地域産ヒノキを住宅に使用する意識の醸
成（特に、市民や大工、工務店等に対して）
・地域産ヒノキの供給量の確保
・林業、木材関連業者の取り組み意識の向
上
・「四万十ヒノキ」材のブランド化基準づくり
（地産外商）
・「四万十ヒノキ」材の販売戦略づくり
・関係機関との連携づくり
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

○部会、黒潮町、JA、振興センター間で大方南部地区の水不足
問題への取り組む体制が整った。

栽培面積
ダリア・・・４５ａ
ｼｭｯｺﾝｶｽﾐｿｳ・・・８．０ｈａ
その他・・・２．７ｈａ

◆木材生産量　１７，７００㎥作業道開設　２８，９４９ｍ
機械導入　ウィンチ付グラップル（改良）　１台

木材生産量　２，７９１ｍ３

内訳　一般用材　２，０５６ｍ３
　　　　チップ６１２．８ｔ（７３５ｍ３）

・七立栗出荷農家数…１０軒（前年度より５軒増）

・月一回の頻度で、さが谷三里マーケットの開催 ・遊休農地利用面積
　コウゾ…11a
　ユ　ズ…89.3a

遊休農地利用面積…80a

・モデルハウス利用開始（Ｈ２３．４月～） ・モデルハウス利用者（５／１０現在）
　　見学者１９７人、宿泊者５組２７人

・モデルハウス利用者（８／３１現在）
　　見学者４７４人　宿泊者３１組１４７人

・モデルハウス利用者（１１／３０現）
　　見学者８０２人、宿泊者４２組１９７人

体験者数・・・50組
視察者数・・・100人

・生産窯1基完成（11月） ・Ｈ２２に室戸市で研修を行った3名が生産に従事
・ふるさと雇用・緊急雇用で7名を雇用

備長炭生産者：8名
生産量（備長炭、黒炭）：30t・14t
販売総額（備長炭、黒炭）1,200万円・
280万円
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１５．にぎわいづくりを中心とした地域活
　　　性化のための魚加工施設の整備

　　《宿毛市》

豊富な水産資源を有効に活用して、漁業者の所得
向上や、雇用の創出、交流促進を進めるために水
産加工施設の整備を進めていく。整備にあたって
は、フェリー、定期船などの交流の拠点として機能
し、集落機能が高い片島地区を中心に検討してい
く。

１６．宿毛湾を中心とする地域水産物の
　　　流通・加工体制の整備

　　《宿毛市》

民間事業者による水産加工施設の拡大整備、及
び宅 事業 新規参 すくも湾 魚

１４. 宿毛湾地域環境生態系保全活動
　　　事業（藻場再生、サンゴ保全）

　　《宿毛市・大月町》

藻場の再生やサンゴの保護・育成に取り組むこと
により、漁業生産性の向上を図るとともに、海洋資
源を活用した滞在型観光の推進に寄与する

・原魚の調達
・新商品の開発
・宅配事業

※Ｈ２２産振総合補助を活用し加工場整備（総事業費86,084千
円）

・キビナゴバラ凍結の生産量を増大させる生
産体制の整備
・既存販売先（病院・学校給食など）以外に
対応した新商品の開発および販路（個人・
量販など）の開拓
・歩留まりの向上（端材や頭・中骨などの廃
棄物の有効活用）
・新規フィレ・切身商材の開発（新たな商品
原魚の開拓）
・関連業者との連携
・以上による採算性の確保と経営の自立

・ふるさと雇用再生特別交付金事業（15,992千円）の導入（宿毛
市）
・販売先の開拓（H23.4～H23.9月で25社に営業）

＜食害生物の除去＞
・除去作業を行う潜水士の不足
・荒天や潜水士の業務従事による作業日数
の制約
・安全性の高い除去方法の検討

＜サンゴの種苗生産＞
・安定したサンゴの種苗生産技術の確立

＜共通事項＞
・地域住民に対する保全活動の啓発による
意識の向上

◆国からの交付金を用いて、環境・生態系保全活動支援事業を
実施
・5ヶ年計画で総事業費3,200万円の保全活動事業の実施
◆単年度事業費905万円(前年度繰越金185万円＋今年度交付
金720万円）の事業の開始【平成23年4月～平成24年3月】

び宅配事業の新規参入により、すくも湾の魚の利
用促進・消費拡大及び地元雇用の創出を目指す。

１７．民間企業との連携による水産物
　　　の販路拡大

　　《宿毛市・大月町》

漁協と民間会社とが連携し、前処理加工事業に取
り組む。衛生管理型市場である「すくも湾中央市
場」に隣接する形で、漁協が加工施設の整備を行
い、これを民間会社が管理運営する。漁協は、本
加工施設で使用する原魚の調達・供給を行う。

・商品の原料となるサメの確保
・漁業者との協力体制構築
・関係企業との信頼関係構築
・取組全体のコーディネーター役の育成

・大手ペット用品商社と協力し、犬用のおやつとしてサメ肉製品を
商品化。
・9月7，8日に行われた全国規模のペット専門店対象の展示・商
談会に出品。同時に、昨年度3月に製造したサメ肉製品のサンプ
ルを来場者に配ったた。
・2日間の内、少なくとも10店舗以上の店舗経営者と取引が成立。

□継続的、安定的な原魚調達
□県版HACCP取得に向けた体制整備
□販路開拓による生産規模拡大

・原魚調達、他地区における漁獲情報、水産加工品に関する情
報の提供等の支援
・県版HACCP取得に向けた講習会の開催支援

１８．サメ漁業復活に向けた取組

　　《土佐清水市》

現在、漁業被害が大きいサメの駆除とともに、新た
な収入源となるサメ漁業及び加工を土佐清水市で
復活する。
サメを利用した加工品の開発と販路開拓により、サ
メ漁業が成立するような浜値で取引される仕組み
を構築する。

１９．宗田節の販路拡大に向けた取組

　　《土佐清水市》

宗田節加工業は、蕎麦屋等の業務用需要に支え
られてきたが、食の選択肢の多様化等により、需
要が減少している。そこで末端消費者をターゲット
とした事業を展開し、消費の拡大を図る。

・宗田節市場は本県産がほぼ独占状態で
あったことに加え、飲食業（蕎麦屋等）向け
の商材のため、末端消費者を意識した情報
発信等の取り組みが手薄
・食の選択肢の多様化等に伴い、蕎麦屋等
が減少し、宗田節の需要も減少

○宗田節加工業振興計画の策定を支援（H22）
　・作業部会3回、市水産振興協議会での協議2回
○PR事業の推進母体構築を支援（H22）
○産振補助金申請（H23.5月）
○宗田節をもっと知ってもらいたい委員会での事業計画や具体
的実施内容の検討等を支援（H23：3回）
○産業振興アドバイザーによる助言（4回）
○新製品開発への取組
○地元イベント等でのPR活動（5回）
○テレビＣＭ（66本）、新聞広告（2回）の展開
○食育活動の実施（2回）
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆売上高　2.3億円・事業完了に伴い、平成23年3月1日より、増設加工場の操業開
始。

・4月～12月の売上は、114,000千円を確保できる見込
み。（計画比34％減、考えられる原因としては、震災によ
る売上減、及び贈答セットの販売の遅れがあげられる）

□製造量（H.23.4～H23.12）
・キビナゴバラ凍結5.3トン【進捗率16%、5.3トン/33.26トン（H23目
標値）】
・凍結フィレ（マダイ、ブリ、ヘダイなど）12.3トン【進捗率123%、
12.3トン/10トン（H23目標値）】
・干物（アジ、キビナゴ、カマス、ブリカマ、マダイカマ）0.65トン【進
捗率43%、0.7トン/1.5トン（H23目標値）】

□販売先
・取引先の増加（H21末11社から36社に増加）

キビナゴバラ凍結　33.26トン
凍結フィレ（ブリ、サバ、マダイ、メダイ
等）10トン
アジなどの干物　1.5トン

食害生物の除去活動
【実績】
　4月～12月までの実績
オニヒトデ：2374個体除去
シロレイシダマシ：9648個体除去

サンゴの種苗生産
【実績】
・昨年度から行っていたサンゴ種苗は、付着生物により失敗に終
わる
・今年度のサンゴの種苗生産
昨年の失敗を踏まえて、付着生物の少なかった西泊地先にて沖
だしを実施

食害生物の除去活動
昨年からの食害生物の除去活動により、昨年の同時期
（4月～12月）までと比べてオニヒトデの除去数が大幅に
減少
・オニヒトデ（2010年4～12月）：5350個体/13回（411個体/
回）
・オニヒトデ（2011年4～12月）：2374個体/17回（140個体/
回）
・シロレイシダマシ（2010年4～12月）：9809個体/4回
（2452個体/回）
・シロレイシダマシ（2011年4～12月）：9648個体/4回
（2412個体/回）
→オニヒトデの個体数は減少している

サンゴの種苗生産
昨年の失敗を生かした取り組みの実施

原魚供給高・・・８１百万円

・9月の展示・商談会の結果、10月中旬に大手ペット業者より連
絡があり、11,12月について各月60ケース、2880パックの注文が
入った。

サメ販売量（原魚ベース）・・・１０ｔ

すくも湾漁協から当該民間会社への原魚供給高
2.8百万円【進捗率3.5%、2.8百万円/81百万円（H23目標値）】

新商品開発・・・２アイテム○「宗田節加工業振興基本計画」（H22年9月：市水産振興協議
会）が策定された。
○ＰＲ事業を担う「宗田節をもっと知ってもらいたい委員会」が設
立された（H23年2月）。
○産業振興補助金及び水産物ブランド化推進補助金が交付決
定となった。
○本格的なＰＲ活動がスタートし、徐々に宗田節の認知が広がっ
ている。
○新製品（5種類）の試作品が完成し、一部販売が開始された。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２２．直七の搾汁・商品加工をする
　　　施設整備

　　《宿毛市》

柑橘類の一種である直七を利用した「直七ポン酢」
等の商品が高評価を得ていることから、市内の農
家等に増産を勧めているが、商品の製造を市外の
業者に委託しているため、利益率が低く、市内での

も生まれ な ため 市内 搾汁 商

２０．四万十川の資源を活かした環境
　　　ビジネスの創出

　　《四万十市》

四万十川の恵みを水産資源や観光資源として活
用するだけでなく、エコツーリズムの展開や新たな
環境ビジネスの創出へとつなげていく「四万十川産
業４倍増プラン」を推進する。

２１．キビナゴ加工商品の生産体制強化

　　《大月町》

大月町の地域資源の一つであるキビナゴを活用し
た商品が消費者から評価され需要が高まっている
ことにより、町内での生産基盤強化を図る。併せ
て、大月町道の駅等と連携を図り、大月町の特産
品として県内外の取り扱いの増加を目指した販売
促進活動を行う。生産体制及び販売促進活動の強
化により、キビナゴの消費拡大につなげるととも
に、加工による雇用拡大を図る。販売では、大月町
の販売の核である「ふるさと振興公社」など、町内
の事業者と連携することにより、連携先の売上増
による収益拡大につなげる。

◆柑橘類の一種である直七を地域資源の
活用とし、地域での製造、増産、地元雇用の
拡大に向けた取組に必要な事項。
・地域内での施設の整備
・直七の作付面積の拡大
・県への食品衛生管理認定制度の申請

・事業推進体制の構築

・漁業関係者等との連携及び意識・情報の
共有

・8月に、下流漁協のスジアオノリ、アオサノリの製造・販売につい
て六次産業化法に基づく総合化事業計画に係る認定を農政事務
所へ申請。

･連携事業者との協力体制構築に向けた協
議

・5/31　産業振興推進総合支援事業審査会で採択（増産に向け
た施設整備　事業費14,532千円）

・ふるさと雇用再生特別基金事業の活用。（事業費：3,089千円）
・新商品の開発。

雇用も生まれていない。そのため、市内に搾汁・商
品加工をする施設整備を行ない、農家所得の向上
と雇用の創出を図る。また、直七以外の柑橘類加
工も視野に入れる。

２３．地域の素材を活用した
　　　「おいしいもの」づくり

　　《宿毛市》

地域の特産である柑橘類や焼酎等を活用した新た
なスイーツづくりをはじめ、宿毛湾でとれた魚や牛
肉、豚肉を活用した総菜づくりを行うための商品開
発や生産性の向上を図るための施設整備を行うと
もに、地域生産者の所得向上を目指す。

２４．環境に配慮した街づくりのための
　　　堆肥化工場の整備

　　《宿毛市》

し尿汚泥や脱水ケーキなどのほか、水産業や地域
産品の加工業から排出される廃棄物などを有効活
用するための堆肥化プラントの整備・運営を行う。

２５．土佐清水市地域再生計画
　　　（大岐地区等の開発計画）

　　《土佐清水市》

地域資源としての「食」と「観光」の再生・活性化を
官民協働のもと、地域が一体となって実施するとと
もに、大岐・三崎地区開発による施設整備等への
取組と併せて、雇用の創出と地域の再生に取り組
む。

◆具体的なプランや基本計画の策定
・処理する者の内容、量。
・堆肥化となった物の具体的な受け入れ先。
・施設の規模。また、その根拠など。
・施設の管理運営計画。
・設置場所など。

・家庭生ごみ分別収集モデル事業継続。(H22～)

◆施設整備実現に向けた改善策の検討。 ◆H23.3.21より高温高圧調理殺菌装置２基及び液充填式自動真
空
　 包装機２基の稼働９ヶ月継続。（H22産振補助金導入機器）
◆食品の販促ＰＲ活動。（年間通じて随時活動実施）

◆宿毛市や幡多地域には、農水産関係の
良質な食材は多数あるものの、加工されな
いままでの販売・個人販売が多い。
・食材を活用した商品メニュー開発。
・食材の確保。
・商品を製造する場所の確保。
・販売先の確保。

・農商工連携事業化支援事業の決定。(商品開発)

・創業支援助成金の決定。(施設整備)
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
・四万十川スジアオノリ・アオサノリ総合事業化計画が11月に認
定された。

生産量（販売額）・・・180,000袋・関東のスーパーとの取引開始(10月）
・コンビニとの取引開始(11月）

・関西を中心とした商品開発及び販売部門の新会社設立(H23.2
設立、直七の里株式会社）。
・営業職員の１名雇用。（流通業経験者）
・直七マヨの販売開始。
・直七ゼリーの販売開始。
・本年収穫量、約36ｔ(果実)。H２２年度実績約16t（果実）

・本年収穫、搾汁分について販売先決定。
　　(699本／20L、350本／1L、L当り単価500円)

◆直七の生産量　：　７５ｔ

◆商品生産量及び取引量 ：前（H22）年度比 ６％増
◆新商品（キャットフード）開発販売：３アイテム
◆新商品（食品）開発販売：４アイテム
◆既存商品（食品）パッケージ改良販売：３アイテム
◆食品の販路拡大：昨年度２４８店舗→２９３店舗（４５店舗増）

◆新規雇用者
　　　（５月末累計）９人
　　　（８月末累計）９人
　　　（１１月末累計）２０人 〔雇用者全体：１９０人〕

・雇用者（臨時・パート含む）：１５０人
・地元農産物等の活用：１００ｔ/年
（２６．地域資源を統括したプログラム構
築によるしみずの元気再生事業と同目
標）

・新商品の開発〔４アイテム〕(カスタード、焼酎、黒糖、スタンダー
ド)

・販売開始(サニーマート全店取り扱い、5,000個／月） 新商品の開発・・・５アイテム
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２６．地域資源を統括したプログラム構築
　　　によるしみずの元気再生事業

◆商品開発（安定した需要が見込める商
品）
◆販路拡大（安定、そして向上へ）

◆直営レストラン運営２１ヶ月継続。（海の駅改修工事に伴い、
1/11
　 ～3/31までの間、一時休業）
◆県外催事等での販促ＰＲ活動。（東京都：２回、大阪府：３回）
◆市内外イベントにて出店。（市内：３回、市外：１回）
◆大阪府に直販店『とさしみず屋』出店。（4/26オープン）
　 大阪直販店『とさしみず屋』運営８ヶ月継続。
　 大阪直販店『とさしみず屋』にてフェア開催：１１回
◆H23.2『ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄﾄﾚｰﾄﾞｼｮｰ2011』からの取引商談活動継
続。

　　《土佐清水市》

大岐地区に整備される加工施設に生産者が参画
できる仕組みづくりや加工された商品を市内外の
市場に流通及び販売する仕組みを構築する。ま
た、体験型観光の確立や加工品のエンドユーザー
向けの個別配送、海外への販路拡大など、基幹産
業と地域資源を活かした経済の活性化を推進す
る。

◆農産物出荷に比べ加工品出荷割合が極
端に低い。
◆農産物加工品の流通、販売に関するノウ
ハウの蓄積やネットワーク体制が未整備
◆四万十川流域の素材を活かした商品開
発が不十分
◆情報不足や投資への不安などから、商品
開発のアイデアを持つ民間事業者が商品化
（事業化）に踏み切れていない。
◆販路開拓に向けて、各種（流通、量販店
バイヤーなど）関係業者などとの連携や関
係づくり
◆需要に対応できる生産製造体制の構築

・ステップアップ事業の導入（ユズ加工商品）
・ゆず甘酢ソース充填機の導入（市事業）
・かりんとう製造機械（製麺機）の導入
・かりんとう３種類（ゆず、しょうが、プレーン）の商品完成
・ぶしゅかん２種類（ぽん酢、ドレッシング）の商品完成
・かりんとう３種類（青のり、玉ねぎ、だし醤油）の商品完成

◆集荷システムの確立 ・平成23年度予算「高知県産業振興推進総合支援事業」で、店舗

２７．地元農産物を使った商品開発事業

　　《四万十市》

農業と製造業のこれまで培ってきたノウハウをベー
スに、さらに付加価値をつけた商品を生産・販売す
ることにより両産業に活力を与える。

２８．食育プラザ整備事業

２９．栗からはじまる西土佐地産外商
　　　プロジェクト

　　《四万十市》

西土佐地域の栗園再生および企業栗園の開発、
地域の情報発信、獣害防止ネット整備、栗の高付
加価値化、地理的ハンディ克服手段の開発、地域
ブランドを形成できる農林水産物および観光商品
も含む商品群の開発、「四万十川を守る会」をはじ
めとするファンクラブの組織化を通じて、地域・生産
者・企業・消費者を巻き込んだ新しい地域産業づく
りを推進する。

３０．拠点ビジネスの推進
　　　（大月町まるごと販売事業）

　　《大月町》

ふれあいパーク大月を拠点に、特色ある地域資源
を活用した拠点ビジネスモデルの構築に向けた事
業展開を図る。

◆黒字経営に向け、商品の更なる確保
◆惣菜・スイーツ部門の確立
◆運営体制の強化や店舗PR
◆宅配業務の推進

算 振 援
の全面改修並びに惣菜加工施設を整備。（17,273千円）
　「施設設備工事発注（H23.7.14～H23.9.10）：17,010千円」
　「施工管理委託業務（同上）：263千円」
・平成23年4月1日から、「ふるさと雇用」にて2名の常勤職員を雇
用
・平成23年6月から2名、9月から1名の臨時職員を雇用
・中小基盤整備機構の「サポート事業：プロジェクト型（四国地区
の最優先支援事業に位置づけられている）」を導入し、各種アド
バイスを受ける

２８．食育プラザ整備事業

　　《四万十市》

一条通商店街のスーパー跡地を利用して、地元の
素材を活用した食育の啓発・地産地消の交流拠点
として「食育プラザ」を整備し、商店街の活性化を
図る。

大月町ならではの商品開発（商品の充実）
販売促進（外販体制の拡充、道の駅のにぎ
わいづくり）
情報発信

・お歳暮カタログ販売実施(カタログ1万枚、顧客１，０００名にダイ
レクトメール発送、町内全戸に配布）
・高知市、四万十市などで外販活動実施（２回）
・新商品「ねりひがし」販売開始

◆参画者の確保・拡大に向けた戦略と発信
（栗生産者・面積、取引先、支援体制等）

（Ｈ２２産栗加工品（生栗ベース２．６ｔ）は、サンプル品として使用）

・　ふるさと雇用導入（加工作業員　Ｈ２３．２月よりひきつづき）
・　農家対象　出荷意向アンケート
・　栗栽培合同研修会実施（毎月１回）
・　仮称）四万十川を良くする会事業説明会実施（5/8）
・　　　　　〃　　　　　　　　　　　　ＨＰ・パンフ作成（10月）
・　緊急雇用導入（栗栽培員　Ｈ２３．１２月～３ヶ月　ＪＡはたで雇
用）
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
◆直営レストラン新メニュー開発提供。（宗田節を使ったラーメン
３種類）
◆販路拡大（主に関西圏）：昨年度８０社→９８社（１８社増）
◆県外（大阪府）催事での出品内容：清水サバの漬け丼や海カ
レーなど。
◆県外（東京都）催事での出品内容：レトルトおでん、魚フレーク
など。
◆大阪直販店『とさしみず屋』での出品内容：おにぎり２０種類、
地元食材を使った総菜６種類。
◆直営レストランにて『とさしみず屋』の商品をＰＲ販売→完売。
◆健康食品等の開発。（高知県工業技術センターとの共同開発
に着手）
◆新商品開発販売：７アイテム（塩クッキー、黒糖プリンや魚フ
レークなど）
◆おせち商品（土佐清水 三段重）販売。（昨年度に続き販売）
◆取引商談成立：６社（東京都内及び広島県内の業者）
　 取引商談継続中：１０社（東京都内の業者）

◆集出荷の登録農家数：１４８戸（昨年度から１８戸増）
◆下ノ加江冷凍施設利用漁業者数：５４人（昨年度と同
じ）
◆下ノ加江冷凍施設収入：（Ｈ２２実績）約４６百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　  →（Ｈ２３見込み）約５５百万円
◆大阪直販店『とさしみず屋』の雇用者数（パート）：１２人

雇用者（臨時・パートを含む）：１５０人
地元農産物等の活用：１００ｔ/年
（２５．土佐清水市地域再生計画（大岐
地区等の開発計画）と同目標）

・かりんとう（３種）都内ナチュラルローソン60店舗にて販売開始
（４月から）
・ぶしゅかん２種類販売開始
・かりんとう新３種類販売開始

・かりんとう（３種）累計出荷袋数（3月末の販売開始から
5/17まで約１万袋）
・かりんとう9500袋/8月出荷販売

新商品の開発・・・１０アイテム

・Ｈ２３．８．１：仮店舗オープン ・平成23年4月1日から、2名の常勤職員を雇用。 雇用者数・・・２名増
・Ｈ２３．９．２：リニューアルオープン（直販所）
・Ｈ２３．９．１７：グランドオープン

勤 員
・平成23年6月１日から、2名の臨時職員を雇用。
・平成23年9月1日から、1名の臨時職員を採用。

（成果の集計）
・常勤雇用2名の増。臨時職員3名の増。

数

・伊勢丹、ひこばえ　セット販売開始（１１月～）
・新商品「ねりひがし」販売開始
・ひがしやま加工を住民グループが開始（公社直接生産から自
主生産への切り替え）

・売上対前年比約２，５００千円増（上半期）
・へら寿司（４，０００千円）、肉類塩麹漬（１，３００千円）の
売り上げ達成（公社売上とは別経理、公社には販売手数
料のみ）

通販顧客・・・50,000人
売上額・・・300百万円
商品開発・・・20ｱｲﾃﾑ
観光プログラム・・・10ｱｲﾃﾑ

・　加工作業員雇用２名 （Ｈ２２．２月より継続雇用　～Ｈ２４.３
月）
・　栽培指導員雇用２名 （月20日×3ヶ月　Ｈ２３.１２～Ｈ２４.２月）
・　栽培作業員雇用４名 （月20日×3ヶ月　Ｈ２３.１２～Ｈ２４.２月）
・　出荷農家１戸増
・　２３年度生栗出荷量＝（農家直接2.5ｔ＋ＪＡ買取２ｔ）＝計４.５ｔ
　　（天候不順より例年の1/2）
・　２３年度栗加工品製造量＝３ｔ（見込）
・　２３年度栗販売予定額＝２ｔ×ｷﾛ\3000＝600万円（１ｔはストッ
ク用）

・　雇用創出　長期（Ｈ２２．２月～）×２名
・　　　　　　　  短期（Ｈ２３．１２月～３ヶ月）×６名
・　栗出荷農家　　（H22：4戸→H23：5戸）
・　直接出荷農家栽培面積　（H22：2.5ha→H23：3.5ha）
・　２３年度栗販売予定額　６００万円

栗加工用原材料の出荷量・・・５ｔ
栗栽培面積・・・４．３ha
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

　　《黒潮町》

天日塩、黒砂糖など、黒潮町の安全で質の高い基
本調味料と地域資源とを組み合わせることによっ
て、付加価値の高い農林水産加工商品を開発す
る。また、遊休農地を活用したサトウキビ等の栽培
を行い、企業への安定供給や加工による商品化な
どを進め、地域の雇用の場の創出と所得の向上を
図る。

３４．　カツオ文化のまちづくり事業

　　《黒潮町》

３１．苺を核とした6次産業化

　　《大月町》

大月町の新しい加工品として注目されている苺氷
りの販売拡大及び新商品開発を行うことにより、苺
を大月町の新しい特産品として育成し、生産の拡
大と共に加工･販売を一貫して行うことを目指す。

３２．月光桜からはじまる
　　　「牧野富太郎のみち」づくり

　　《大月町》

地域資源の一つである牧野富太郎を活かし、それ
に併せて大月町での牧野富太郎に焦点をあてた
新たな商品開発（香り関係を想定）を行い、物づくり
による起業を目指す。

３３．「黒潮印」の商品開発

資金不足
　経営の安定化には、販路開拓や広告宣伝
に要する投資的経費や原材料確保のため
のハウス施設及び冷凍庫を整備するための
資金調達が大きな課題となっている。

・資金不足 ・Ｈ２３　産業振興アドバイザー事業２名（販促・ＷＥＢに関するア
ドバイス）

・黒糖製品等の販売先の確保、拡大
・商品開発
・組織体制の充実

・ふるさと雇用再生特別基金事業（10,321千円）

◆黒潮町に水揚げされたカツオの食品機能
効果の利活用、ブランド化
◆「漁師の味（日戻りガツオ）」の提供サービ
ス

・県産業振興アドバイザー事業導入（接遇・サービス向上・３回）
・県水産物ブランド化推進事業費補助金
・…土佐のかつお流通対策協議会から「体験型観光の推進（たた
き

　　《幡多地域全域》

幡多地域は、平成２０年度から国（総務省、文部科
学省、農林水産省）が実施する「子ども農山漁村交
流プロジェクト」の先導型受入モデル地域であり、さ
らに、観光圏の観光庁認定を受けている。幡多広
域協議会は、各種事業の活用により、質の高い体
験プログラムづくりや受入体制の整備ならびに、幡
多地域の知名度向上や幡多エリア内での滞在型・
体験型観光の推進をめざすとともに、法人格の取
得、事務局体制の確立、旅行業登録等、幡多地域
におけるコーディネート組織としての強化を図る。

３６．竜串観光再発見事業

　　《土佐清水市》

観光・漁業・農業の連携と地域が協働することで、
観光客に地域をまるごと知ってもらい、地域住民と
交流する施設や小動物等とふれ合える施設整備
の在り方や、竜串観光振興会が中心となって行っ
ているサンゴ保全や観光メニューづくりなどのソフト
事業について、地域住民や、観光関係団体、市が
連携しながら検討し、竜串観光の振興を行う。

日本一のカツオの漁獲高を誇る「カツオ一本釣り船
団」を有する黒潮町佐賀地域において、カツオの食
品機能分析による有効な認証の取得や、カツオを
使った漁師町ならではの味の提供、新たな商品開
発などの取組を進めることによって、カツオ文化の
まちとしてのブランド化を図り、所得の向上につな
げる。

３５．幡多広域における滞在型・
　　　体験型観光の推進

ス
◆カツオの端材の有効利用
◆新規開発商品の販売体制の構築

き
・…の実演等）」として７９９千円

◆地域コーディネート組織である幡多広域
観光協議会の組織強化
◆受入団体の更なるレベルアップ
◆宿泊・体験手数料の取り扱いに関する関
係団体との調整(旅行業取得後の収入の確
保）
◆自立運営に向けた誘客活動の強化
◆自前収入を確保するための自主体験プロ
グラムの開発

◆質の高い体験プログラムづくりと受入体制整備
・民泊研修会：７月三原村３０名参加、９月宿毛市３７名参加
・11/25　体験型観光研修会開催（藤澤アドバイザー）
　市場体験１５名、そば打ち体験１８名参加
◆体験型プログラム事業等の活用による滞在型・体験型観光の
推進
・7/9～10　旅広場にて四万十・足摺エリアＰＲ（無料宿泊券50組
他）
・8/24～26　関西地域にセールスキャラバン（30社、９校）
・11/16～18　関西地域にセールスキャラバン（16社、13校）
◆地域コーディネート組織の整備
・県組織強化事業費補助金申請（総事業費400万円）
・定住自立圏を活用し、新たなスタッフ2名を全国公募
・ビジョン、戦略づくり及び一般旅行商品造成へのワークショップ
開催
・第８回全国ほんもの体験フォーラムｉｎ滋賀参加（事務局他計１３
名）

◆地域の受入体制（組織）の確立。
◆観光客の誘客状況や反応を見ながら、
　 今後の方向性を再確認。
◆直接的な雇用の創出や、地域住民の所
    得向上につながるような取り組み（仕掛
    けづくり）の検討。
◆地域の合意形成。

◆海のギャラリー指定管理者１５ヶ月継続。
◆キャンドルづくりや見残し観光など、昨年度同様に実施中。
◆ＧＷ（4/29～）から、新規体験メニュー実施。
　 〔新規メニュー：フォトフレームづくり、バレッタづくり〕
◆10/1から、新規体験メニュー追加実施。
　 〔新規追加メニュー：ストラップづくり〕
◆美化活動、サンゴ保全活動、にぎわいづくりなど活動継続。
◆高知県産業振興推進総合支援事業費補助金：１，１６５千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （事業費：２，３３１千円）
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
・沖縄県でシークワーサー氷り（苺氷りのシークワーサー版）の
販売開始
・愛媛県でみかん氷りの販売開始
・藤娘酒造との連携により苺リキュール製造
・苺のへたを使ったフレーバーティー３種類の商品化

生鮮販売　6,896kg
苺氷り販売　7,258kg
新商品販売　1,177kg
平成23年度　売上約5,500万円（税引き前・暫定値）

生鮮販売　　9,900kg
苺氷り製造　7,200kg
新商品製造　900kg

・月光桜コースターの商品化（2種類）
・蒸しパンの商品化（芋、お茶、チョコ）
・魚クッキーの商品化（200円、8袋入り、16袋入り、パーティサイ
ズ）
・月光桜クッキー（パーティサイズ）の作成
・レモンクッキーの商品化

・商品開発（バリエーション増を含む）、4アイテム（11種
類）

商品開発・・・2アイテム
販売目標（H22:100万円）・・・300万

・新規搾汁機（ものづくりの地産地消推進事業費補助金利用）の
使用により、サトウキビの搾汁率が向上した。
・昨年度建築した加工場の使用により、精糖時間が短縮された。
・特産協売上高６７１千円（１１月末時点）
・H23はサトウキビの原木１５，０００kgを黒糖又はぼかにする見
込み。

・ふるさと雇用再生特別基金事業により、雇用者３名
・H23は黒糖、ぼか合わせて１，５００kgの製品となる見込
み。

サトウキビ栽培面積…2.8ha
商品開発…15種類
販売目標…23百万円

・交流人口数…１５，０００人（１１月末時点）
・カツオ関連加工品売上高…２，６９３千円（１１月末時点）
・黒潮一番館軽食部門通年営業開始（Ｈ２３．４月～）

交流人口…13,000人

参考：１１月末現在
・コーディネーターの確保　　　ふるさと雇用３名＋２名（定住自立
圏活用）
・インストラクター研修会受講者数　　３９１名
・体験プログラムづくり　　　　　１１プログラム＋造成途上４プログ
ラム
◆質の高い体験プログラムづくりと受入体制整備
・三原村民泊受入１２世帯確保（内７世帯が7/22奈良県稲田塾を
20名受入）
◆体験型プログラム事業等の活用による滞在型・体験型観光の
推進
・幕末志士社中入場者を対象に抽選会などＰＲを実施、延べ28
名参加
◆地域コーディネート組織の整備
・県補助金申請：中長期ビジョンの作成、人材養成及び新たな周
遊ルートの開発、ＰＲのためのＨＰやプロモーション映像などの
広報ツールの制作に取り組むもの。
・組織（事務局体制）の強化：１０月１日、２名雇用（主に一般旅行
対応）

・１１月末現在
教育旅行等２１団体　計２，２６７名受入

コーディネーターの確保・・・１名
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ講習受講者数・・・２５０人
体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑづくり・・・６プログラム

◆ＧＷ期間中（4/29～5/8）の新規体験メニューの体験者数。
　 ・フォトフレームづくり：１０人、バレッタづくり：７人
　　（既存メニューのキャンドルづくりは１２人）
　　→〔８月末累計〕 フォトフレーム：６１人、バレッタ：１６人
　　　 （既存メニューのキャンドルづくりは８０人）
　　→〔１１月末累計〕 フォトフレーム：６２人、バレッタ：１６人
◆ストラップづくり（10/1～新規追加メニュー）：１１人
　　　 （既存メニューのキャンドルづくりは１１６人）
◆サンゴの保全活動（リーフチェック）実施済み。

◆高知チャレンジドクラブ（３８名）受入。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

３７．土佐清水まるごと戦略観光展開事業

　　《土佐清水市》

観光産業を地域の戦略的産業と位置付け、農業・
漁業・商業等と連動した地域まるごと観光を推進す
るため、食・体・商を集約した海の交流拠点施設と
して『海の駅』を再整備するとともに、観光ニーズに
即応できるワンストップサービスを推進する。

３８．四万十の秋・冬の味覚満喫体験

　　《四万十市》

四万十市内での滞在期間を延ばし、宿泊を促す
「通過型観光からの脱却」と閑散期（秋・冬）にも観
光客に訪れていただく通年型観光へ向けた取組に
より、宿泊型観光の増加を図る。

３９．竜ヶ浜自然体験及び環境教育型
　　　施設整備

・体験メニューの拡大検討
・インストラクター等、受入体制整備
・施設に関するPR
・第２次整備の検討　　《大月町》

大月町柏島竜ヶ浜に、その植生（県内で２箇所しか
な 湿地帯 も活か た 自然体験 び環境教育

・旅館組合、観光施設等と一体となった誘
客、効果的な広報、受入体制の一層の充実
・「龍馬ふるさと博」後の誘客対策
・オフシーズン対策

◆海の体験交流拠点施設としての『海の駅あしずり』の再整備
・4/3　『龍馬ふるさと博』偉人会場「ジョン万次郎資料館」オープン
◆地域食材提供システム機能整備（ランチバイキング、ランチ
セット）
・新メニューやより新鮮で安全な食材の提供を再開
◆海の体験交流拠点施設としての『海の駅あしずり』の再整備
・ジョン万資料館展示内容の一部変更
◆観光圏整備計画と連動した長期滞在型観光推進及び体験プロ
グラムのワンストップサービスシステムの構築
・8/30～31　にし阿波観光圏協議会との交流会開催
・10/1～3/31　グループ旅行インセンティブ設定
・11/11　四国西南エリア観光商品説明会・商談会実施
・11/12～13　大阪「せんちゅうパル」土佐清水観光物産展開催
・12/5・27　地域プラットフォームの姿を考えるワークショップ開催
・12/13　「海の秘境・山の秘境」広域観光ブランディング委員会
◆地域資源を活用した商品開発
・産振アドバイザー活用（廣川章アドバイザー）

・地域や旅館組合、飲食店組合と連携した
事業展開
・一般旅行者の誘客強化
・インストラクター増
・メニュー増

○四万十川花絵巻「 菜の花」「桜」開催（3/12～4/3）
・「菜の花の巻」団体ツアー：京都YASAKA、穴吹トラベル、クラブ
ツーリズム、読売旅行他約２０回の催行
○花絵巻「曼珠沙華の巻」を従来の食と絡めて開催決定（パック
ツアー化、龍馬ふるさと博「食まつり」の位置づけ）
○観光地一般美化キャンペーン（9/6）
　・四万十川花絵巻「曼珠沙華の巻」会場整備
○四万十川花絵巻「曼珠沙華」の巻開催（9/23～10/2）
○四万十川花絵巻ポスター全国へ配布（10月中旬）
○地域資源掘り起こし調査（山・川・海の４地区）

・Ｈ２３　産業振興推進総合支援事業補助金審査会採択（キャン
プ場施設整備：事業費125,667千円）

ない湿地帯）も活かした、自然体験及び環境教育
型の滞在交流拠点施設を整備して、交流人口の拡
大と地域の経済の活性化を図る。

４０．黒潮町における体験型観光の推進

　　《黒潮町》

黒潮町の豊かな自然環境を生かした体
験型観光を推進し、都市部との交流人
口の拡大を図ると同時に地域の活性化
につなげていく。

・インストラクター養成
・体験型観光メニューの増
・民泊研修会への参加を促す関係者一体と
なった取り組み。

・メニューの確保
・インストラクターの養成
・誘客、広報に向けた地域との連携

◆広域観光受入れのための総合的な取組
・ホエールウォッチング（4/30～10末）
・5/1～5 第23回Ｔシャツアート展開催（Ｔシャツアート展を核とした
各種イベントを実施。ボランティアスタッフ８名、黒潮町の観光資
源をアピール）
◆広域観光受入れのための総合的な取組
・ホエールウォッチングＨＰ、ブログによる広報
・ニタリクジラ生態調査への協力
・九州（佐賀）、松山などへの広報誘客活動
・9月　県内大学、団体に対しスポーツ・サークル合宿誘致訪問
・11/3～6　第17回潮風のキルト展開催
・11/20　モニターツアー実施（黒砂糖＋らっきょうの花他）
・11/27～12/10　ＪＡＣＡ青年研修（モンゴル/初中等教育行政
コース）１３名を各種体験メニュー受入
・１2/11　第２回ビーチ雪合戦大会開催（上川口港鯨公園）
・10～11月　四国4県の短大・大学へのスポーツ合宿及び観光振
興誘致活動

◆体験型観光の推進
・黒潮一番館活用推進（スペース増や新メニュー等のサービス向
上）
◆誘客関係
・黒潮町ガイド２５千部（前年２万部）印刷
・幟「ようこそ黒潮町へ」２００本を町内宿泊関係施設等に配布
・ＪＲ四国秋商品への売り込み。
・体験型メニューの開発・磨き上げ
　佐賀地域での干物づくり体験造成に向けた打合せ実施
◆体験型観光の推進
・奈良県 稲田塾受入（佐賀民泊、シーカヤック・天日塩づくり・釣
り等）
・体験型観光メニューの開発・磨き上げ（宝くじ「コミュニティ助成
事業　活力ある地域づくり事業（事業費１７０万円）」を活用
・11/25　「であいの里」そば打ち体験プログラム研修会開催　１８
名参加
・住民を対象としたモニター体験実施
　10/29　鰹づくり体験24名、11/12　シーカヤック体験11名、
11/27　天日塩づくり体験24名

４１．砂浜美術館構想の推進

　　《黒潮町》

入野松原の再生や企画展の充実などにより、「３６
５日・２４時間オープン、ＢＧＭは波の音、夜の明か
りは月の明かり」という砂浜美術館構想に沿った自
然をそのまま鑑賞できる環境を整備するとともに、
広域観光受入れのための総合的な取組を推進す
る。
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
・ＧＷ期間中（4/29～5/8）の新規体験メニューの体験者数。
　（フォトフレームづくり：１０人、バレッタづくり：７人）
　　（既存メニューのキャンドルづくりは１２人）
・11月29日までのジョン万資料館入館者数
　　１０，１４８名
    4/3～での比較　H22 54,084名、H21 1,904名
・「山の秘境」「海の秘境」として連携強化、インバウンドも視野に
協議会活動を始めることの確認
　　団体旅行誘客の手段として活用
　　着地型商品の造成・販売を目指す。
・四万十・足摺エリアにおける望ましいプラットフォームを協議（５
回開催）
・ブランド化、連携のあり方、商品造成を目的とした委員会を開
催（主催：四国運輸局、四国ツーリズム創造機構）

Ｈ２２入込客数・・・８５万人 入込客数・・・８０万人

・「菜の花の巻」ツアー客約１８０名（期間来訪者約１３，４００
人）。
（３月末実施の旅行会社対象のモニターツアーでの評価も高く、
四万十川の有力な資源としての活用を確認。）
・「曼珠沙華の巻」会場周辺の清掃実施（軽トラ７２台分、参加者
３００名）。
・四万十川花絵巻「曼珠沙華の巻」の予約申込状況（７組１８
名）。
・通年型・滞在型観光に向けた取組み、さらに、地域の食等を活
用した取組みとして、山・川・海を代表する市内の各地域に入り、
商品開発（体験メニュー）に着手

Ｈ２３入込客数見込み・・・１００万人 入込客数・・・９８万人

・ホエールウオッチングは天候に左右されるもののクジラやイル
カに遭遇したときのお客様の満足度は非常に高い。
・ホエールウオッチング実績（４～10月）1501人（H22  1914人、
H21 2388人）
・ニタリクジラ調査で得られたデータを保護に活かすと共に、体験
者にフィードバック
・Ｔシャツアート展来場者：12,209人（H22 11,000人、H21 13,000
人）
（期間中生中継ユーストリームアップ　カウント約4000）
　　ＨＰカウント　　3450
　　ブログカウント 2064
◇着地型商品販売
・ＪＲ四国「駅からウォーク」（10/22　塩の道ウォークと土佐佐賀
のもどりガツオ祭、11/4・5　潮風のキルト展とらっきょうの花見）
・高知県ウォーキング協会「まちあるきガイド」
・11月 モニターツアー実施によるメニューのブラッシュアップ

・ホエールウオッチング利用者増（４月H21 ０名→H22 22名→
H23 46名）
・幟については観光客のおもてなしの点、町民への観光分野の
アピールの面で効果があった。
・６月か７月期に再度シミュレーションを行い地域資源を活かした
体験プログラム（メニュー）の造成につなげる。
・稲田塾受入（漁家民泊７世帯２０名）
・宝くじ事業（各種体験プログラム備品購入、作成）
・住民を対象としたモニター体験実施開始（５体験、各30名）
・新たな体験メニューとして、進行手順、内容、アイテムなど商品
化に向かって取り組みが進む。
・ここでの暮らしに誇りを持ってもらうこと。また地域を訪れる方へ
のもてなしの気持ちを育むきっかけづくり。

Ｈ２３入込客数見込み・・・５１０千人 入込客数・・・５００千人
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